
※前回調査（平成27年3月31日時点）の結果、措置された項目を除き調査を実施

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）

番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期

35

送電における広域的運
用の拡大

②送電における広域的運用の拡大については、連系線の利用方法等を含
め、電力システム改革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進め
る。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 広域的運営の拡大については、広域的運営推進機関の創設などを盛り込んだ「電力システムに
関する改革方針」を平成25年４月に閣議決定し、広域的運営推進機関の創設やその業務内容
等を規定した「電気事業法の一部を改正する法律」（平成25年法律第74号）が平成25年11月に
成立した。平成27年４月１日に設立された電力広域的運営推進機関において、連系線の利用
ルール等を定めるとともに、同機関が中心となって送電インフラの増強を実施する等の取り組み
を通じ、広域的系統運用の拡大を推進していく。

47

一定規模以上の発電
事業者の電気事業法
における位置付けの明
確化（公益特権等）

電気事業法における発電事業者の位置付けについて、電力システム改革
全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 電気の小売業への参入の全面自由化に伴う発電事業の創設等の事業類型の見直しを盛り込
んだ「電力システムに関する改革方針」を平成25年４月に閣議決定し、事業類型の見直し等を
規定した「電気事業法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第72号）が平成26年6月に成
立した。
発電事業の具体的な要件については、逆潮比率が５割超となる等の要件を満たす発電設備の
同時最大受電電力の合計が１万ｋＷを超える事業者を発電事業者とする方向で、電力システム
改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧにおいて議論されたところであり、電事法施行規則
において具体化されている。

48

発電所建設の促進（コ
ロケーションルールの
整備）

発電所建設の促進については、制度的措置を含め、電力システム改革全
体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成24年９月に取りまとめた「新しい火力電源入札の運用に係る指針」においては、「入札実施
会社においては、当面利用の予定がない自社遊休地について、土地を開放して第三者が発電
所を建設する形での入札についても検討すべきである」としている。
また、発電投資の基礎情報となる「系統情報」の公表については、平成24年12月に、情報の公
表範囲の拡大、一般電気事業者の送配電部門による電源設置者等にとって検証可能な情報の
提供等を内容とする「系統情報の公表の考え方」を指針として定め、平成26年３月に広域的運
営推進機関の創設に合わせ、同機関の系統情報の公表のあり方について、改定を行った。ま
た、平成２７年１１月には、特別高圧以上の系統の詳細な空き情報等を内容とする改定を行った
ところである。
さらに、新たな事業類型として発電事業を規定し、発電事業者に公益特権を付与すること等を盛
り込んだ「電力システムに関する改革方針」を平成25年４月に閣議決定し、関連する事項を盛り
込んだ「電気事業法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第72号）が平成26年6月に成立
した。

56

同時同量制度の見直
し

同時同量の在り方については、計画値同時同量制度等を含め、電力シス
テム改革全体の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年２月、総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会において、
「電力システム改革専門委員会報告書」を取りまとめ、一般電気事業者については計画値同時
同量制度を導入し、新電力については計画値同時同量又は30分同時同量制度の選択制を導
入する方針が示された。
また、計画値同時同量制度を導入するため、発電用の電気工作物を維持・運用する者に対する
インバランス供給である「発電量調整供給」を創設すること等を盛り込んだ「電気事業法等の一
部を改正する法律」（平成26年法律第72号）が平成26年6月に成立した。
詳細については、電力システム改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧにて、発電側インバ
ランスについては、一定の場合にはグループ単位での算定を認める等の詳細設計が議論され
たところであり、一般送配電事業者が策定する託送供給等約款等において具体化されている。

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

平成28年3月31日時点の実施状況所管省庁
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※前回調査（平成27年3月31日時点）の結果、措置された項目を除き調査を実施

番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

平成28年3月31日時点の実施状況所管省庁

57

アンシラリーサービス
料金の見直し（アンシ
ラリー市場の創出等）

アンシラリーサービスの在り方については、その調達方法等を含め、電力
システム改革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年２月、総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会において、
「電力システム改革専門委員会報告書」を取りまとめた。同報告書では、アンシラリーサービス
に必要となる系統運用のための調整力としての電源の調達については、将来的には系統運用
者が供給力を市場からの調達や入札等で確保した上で、その価格に基づき、リアルタイムでの
需給調整・周波数調整に利用するメカニズム（リアルタイム市場）を導入することが適当であるこ
とが示されている。小売全面自由化の実施に向けて、電力システム改革小委員会の下に設置し
た制度設計ＷＧにて検討が進められ、一般送配電事業者による需給調整・周波数調整に必要
となる調整力やその確保方法等が具体化された。

58

インバランス料金の引
下げ

インバランス料金の在り方については、その算定方法等を含め、電力シス
テム改革全体の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年２月、総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会において、
「電力システム改革専門委員会報告書」を取りまとめ、現行のインバランス料金制度については
見直す方針が示された。制度の詳細については、海外事例の分析等も踏まえて、電力システム
改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧにて検討が進められ、新たに市場価格連動とする
こととされたところであり、一般送配電事業者の託送供給等約款において具体化されている。

60

託送料金の引下げ・透
明化②（長期増分費用
方式）

託送料金の在り方については、その算定方法等を含め、電力システム改
革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成26年6月に成立した「電気事業法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第72号）におい
て、電気の小売業への参入の全面自由化後の託送料金については、総括原価方式に基づく認
可制としたところ。詳細については、電力システム改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧ
にて、事業報酬額の算定方法等が議論されたところであり、一般送配電事業者の託送供給等
約款については、公開の場での厳正な審査を経て、平成27年12月に認可を行った。

69

スマートメーターの導
入促進③（遅延の見直
し）

新電力が一般電気事業者から計測データを受領するまでの時間につい
て、一般電気事業者によって差異が生じている状況を踏まえ、同時同量制
度の在り方について、電力システム改革全体の中で、予断なく総合的に検
討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 スマートメーターにより計測された３０分電力使用量情報については、小売全面自由化後、ベス
トエフォートで計量から６０分以内に一般送配電事業者から小売電気事業者に提供する方向
で、電力システム改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧにて議論され、各一般送配電事
業者においてシステム設計が行われているところ。
なお、平成25年２月、総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会にお
いて、「電力システム改革専門委員会報告書」を取りまとめ、一般電気事業者の小売部門につ
いては計画値同時同量制度を導入し、新電力については計画値同時同量又は30分同時同量
制度の選択制を導入する方針が示された。

2



※前回調査（平成27年3月31日時点）の結果、措置された項目を除き調査を実施

番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

平成28年3月31日時点の実施状況所管省庁

72

需要家の選択肢拡大
のための小売自由化
範囲の拡大の検討

小売自由化範囲の拡大については、競争環境整備の検討と併せて、電力
システム改革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年４月に閣議決定した「電力システムに関する改革方針」に基づき、家庭等の小口需要
家も含めた電気の小売業への参入の全面自由化を実施するための「電気事業法等の一部を改
正する法律」（平成26年法律第72号）が平成26年6月に成立した。制度の詳細については、電力
システム改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧにて検討を行い、平成28年４月１日にこれ
を実施する。

73

電力市場における競争
活性化策の検討①（市
場支配力）

②経済産業省においては、電力市場における競争の活性化策について、
電力システム改革全体の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年２月、総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会において、
「電力システム改革専門委員会報告書」を取りまとめ、電力市場における競争の活性化策につ
いては、卸電力市場の活性化や、発電・小売の全面自由化、送配電の中立化などの方針が示
された。平成25年４月に政府の方針として「電力システムに関する改革方針」を閣議決定し、電
力システム改革小委員会の下に設置した制度設計ＷＧにおいて、卸市場の活性化状況につい
てのモニタリングを開始し、現在では電力取引監視等委員会の制度設計専門会合にて進めて
いるところ。発電・小売の全面自由化については、「電気事業法等の一部を改正する法律」（平
成26年法律第72号）が平成26年6月に成立し、平成28年４月１日にこれを実施する。また、法的
分離の方式による送配電部門の一層の中立化等を内容とする「電気事業法等の一部を改正す
る等の法律」（平成27年法律第47号）が平成27年６月に成立し、平成32年４月１日にこれを実施
する。

75

規制分野の電気料金
における供給約款料金
と選択約款料金の区
分の明確化

規制分野における電気料金の在り方については、小売自由化範囲の拡大
の検討と併せて、電力システム改革全体の検討の中で、予断なく総合的に
検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年４月に閣議決定した「電力システムに関する改革方針」において、電気の小売業への
参入の全面自由化後、一定の経過措置期間を経た上で、料金規制の撤廃を行う方針が示され
た。電気の小売業への参入の全面自由化を盛り込んだ「電気事業法等の一部を改正する法律」
（平成26年法律第72号）が平成26年6月に成立した。旧一般電気事業者に対しては、電気の小
売業への参入の全面自由化後、自由料金による電気の供給を行うことを認める一方、当分の
間、規制料金による電気の供給を拒んではならない旨の経過措置を課すこととしている。また、
小売料金の全面自由化に必要な措置については、「電気事業法等の一部を改正する等の法
律」（平成27年法律第47号）が平成27年６月に成立した。

77

スマートコミュニティの
実現

スマートコミュニティの実現については、特定電気事業の在り方と併せて、
電力システム改革全体の検討の中で、予断なく総合的に検討を進める。

平成23年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 平成25年２月、総合資源エネルギー調査会総合部会電力システム改革専門委員会において、
「電力システム改革専門委員会報告書」を取りまとめた。同報告書では、特定電気事業について
は廃止の方針が示され、自営線供給については、大規模電源のみに依存するリスクを避け、多
様な電力供給システムを実現するという観点から、分散型電源を活用し需要家に直接供給する
自由度という観点も考慮した制度的位置付けとする方針が示された。電気の小売業への参入の
全面自由化に伴う特定電気事業の廃止や特定送配電事業の創設等を含む小売の全面自由化
に伴う事業類型の見直しを盛り込んだ「電気事業法等の一部を改正する法律」（平成26年法律
第72号）が平成26年6月に成立した。制度の詳細については、電力システム改革小委員会の下
に設置した制度設計ＷＧにて検討を行い、平成28年４月１日に小売の全面自由化に伴う事業類
型の見直しを実施する。
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※前回調査（平成27年3月31日時点）の結果、措置された項目を除き調査を実施

番号 事項名 規制・制度改革の内容 実施時期

エネルギー分野における規制・制度改革に係る方針（平成24年４月３日 閣議決定）における決定内容

平成28年3月31日時点の実施状況所管省庁

94

熱料金改定時の認可
手続の見直し

熱料金改定時の認可手続の見直し（値下げ時の届出制導入）について、事
業者の意見を踏まえて、検討し結論を得る。

平成24年度
検討開始、結
論を得次第措
置

経済産業省 「エネルギー基本計画」（平成２６年４月閣議決定）において、「電力・ガスのシステム改革と併
せて、熱供給事業に関するシステム改革を徹底的に進めていくことにより、熱電一体供給も含め
たエネルギー供給を効率的に実施できるようにするため、制度改革を含めて、熱供給事業の在
り方の見直しを検討する」と位置付けた。

これを受け、平成２７年６月、熱供給事業法における料金規制の撤廃等の措置を含む、「電気
事業法等の一部を改正する等の法律」が公布され、平成２８年４月１日に施行される。

95

天然ガス自動車等の
高圧ガス容器に関する
保安基準への海外規
格の追加

②天然ガス自動車等に搭載される高圧ガス容器の規格について、国連欧
州経済委員会の下の自動車基準認証フォーラム（WP29)において検討中
の、車両等の型式認証を相互承認する制度（IWVTA）についての合意内容
を踏まえ、IWVTAの窓口である国土交通省と調整の上措置する。なお
WP29におけるIWVTAの議論においては、我が国が安全と考える高圧ガス
容器の規格について必要な提案を行う。

IWVTAについ
ては、2016年
３月までの合
意を目指して
いる。

経済産業省 金属製溶接容器を削除すること等について日本から改正提案を行い、平成27年10 月のGRSG
（安全一般分科会）において採択、平成28年３月のWP29において承認された。同年10 月頃に国
連規則として発効予定。

100

乗用自動車及び貨物
自動車の排ガス規制
の緩和（日本と欧州の
排ガス規制の統一）

乗用自動車及び貨物自動車の排ガス規制について、国際基準調和を図る
ため、国連自動車基準調和世界フォーラム等における検討を踏まえ、速や
かに中央環境審議会等で国内導入について検討し、結論を得次第導入す
る。

平成24年度
以降検討、結
論を得次第、
速やかに措置

国土交通省
環境省

平成26年３月に国連自動車基準調和世界フォーラムにおいて成立した乗用車等の国際調和排
出ガス・燃費試験法（WLTP）に関し、平成27年２月、中央環境審議会において、国内排出ガス試
験法への導入等が答申された。これを受けて、WLTPを国内排出ガス試験法に導入するため、
自動車排出ガスの量の許容限度（昭和49年環境庁告示第１号）等の関係法令について改正作
業を行っているところ。
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